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Ⅰ 点検・評価制度とは 

１ 導入の経緯 

平成 19 年 6 月に、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「地教行法」とい

う。）が改正され、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況につ

いて点検及び評価を行うことになった。 

 

《参考》 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）」 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 27 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された

事務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項の規定により事務局職員等に委任された事務を

含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を

作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見

の活用を図るものとする。 

 

 

２ 点検・評価の目的 

効果的な教育行政の推進に資するとともに、市民等へ説明責任を果たすことを目的とす

る。 

 

３ 点検・評価の方法 

(1) 平成 20 年度に実施した事務のうち主要なものを教育委員会自らが点検・評価を行う。 

(2) 客観性を確保するとともに、効果的な点検・評価となるよう、教育に関する学識経験

者の意見を聴取する。 

【ご意見をいただいた学識経験者】 

○ 広島修道大学 人文学部 教授 岡本 徹 氏 

専門分野：教育行財政学 

(3) 点検・評価の結果を報告書にまとめ、議会に提出するとともにホームページで公表す

る。 
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Ⅱ 教育委員会の活動状況 

１ 教育委員の選任状況 

 教育委員の選任状況については、平成 20 年 4 月 1 日に施行された改正地教行法では、教

育委員数の増員（５人が 6 人以上）が可能に、また、教育委員への保護者の選任が義務化さ

れた。これに基づき、本市では、教育委員を 6 人とし、市民の多様な意向や現に市内の学校

に在学している子どもを持つ保護者の意向を教育行政に反映させるため、教育委員に保護者

（女性）を登用した。 

 

《教育委員会委員一覧》                  平成 21年 3 月 31 日現在 

職 名 名 前 任 期 備 考 

委員長 岡田 俊章 H19. 3.11～H23. 3.10 2 期目 

委員長職務代理者 小笠原 洋子 H17.12.25～H21.12.24 2 期目 

委 員 大西 利武 H19. 6.12～H21. 6.25 1 期目 

委 員 友則 和寿 H20.12.24～H24.12.23 1 期目 

委 員 山川 肖美 H20.12.24～H24.12.23 1 期目（保護者） 

教育長 今橋 孝司 H20. 3.28～H24. 3.27 1 期目 

前委員 関 太郎 H16.12.24～H20.12.23 退任 

※ 任期は委員としての任期（4年） 

※ 委員長の任期は 1年 

※ 教育長の任期は 4年 

 

２ 教育委員会会議 

会議は、毎月 1 回の定例会のほか、必要に応じて臨時会を開催し、教育行政の実施に関

する事項の審議を次のとおり行った。 

会議は原則公開で行ったが、傍聴者がいなかったことを踏まえ、今後、会議を傍聴でき

ることや会議の日時、場所をホームページに掲載する等、積極的な情報提供が必要である。 

 

4 月定例会（平成 20 年 4 月 7 日） 

区 分 件 名 

報告事項 

 

専決処分につき承認を求めることについて 

（廿日市市教育委員会事務局及び教育機関の職員の人事異動） 

専決処分につき承認を求めることについて 

（廿日市市立小中学校長の任免に係る内申） 

専決処分につき承認を求めることについて 

（廿日市市教育委員会事務局等の組織に関する規則の一部を改正する規則） 

専決処分につき承認を求めることについて 

（廿日市市教育委員会事務決裁規程の一部を改正する訓令） 
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 専決処分につき承認を求めることについて 

（廿日市市安全運転管理規程の一部を改正する訓令） 

専決処分につき承認を求めることについて 

（廿日市市教育委員会事務局及び学校その他の教育関係職員の職の設置に関

する規則等の一部を改正する規則） 

専決処分につき承認を求めることについて 

（学校その他の教育機関の長に対する事務委任規程等の一部を改正する訓

令） 

審議事項 廿日市市立視聴覚ライブラリー設置規則の一部を改正する規則 

廿日市市体育指導委員の委嘱について 

廿日市市宮島歴史民俗資料館協議会委員の委嘱について 

その他 廿日市市立小中学校教職員の人事異動について 

 

5 月定例会（平成 20 年 5 月 7 日） 

区 分 件 名 

審議事項 廿日市市就学指導委員会委員の委嘱等について 

廿日市市立学校給食センター運営委員会委員の委嘱について 

平成 20 年度廿日市市立小学校教科用図書採択方針について 

廿日市市社会教育委員の委嘱について 

廿日市市スポーツ振興審議会委員の任命について 

廿日市市体育指導委員の委嘱について 

 

6 月定例会（平成 20 年 6 月 2 日） 

区 分 件 名 

審議事項 市議会の議決を求めることについて 

（財産の取得について） 

市議会の議決を求めることについて 

（廿日市市サッカー場設置及び管理条例の一部を改正する条例） 

市議会の議決を求めることについて 

（公の施設の指定管理者の指定について） 

その他 教科用図書採択に係る経過報告 

 

7 月定例会（平成 20 年 7 月 7 日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

（市議会に報告することについて【損害賠償の額を定めることについて】） 
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審議事項 平成 21 年度使用廿日市市立小中学校特別支援学級用教科用図書採択方針に

ついて 

その他 給食費の値上げについて 

学校施設の耐震化について 

   

8 月定例会（平成 20 年 8 月 4 日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

（教職員人事の内申について） 

審議事項 平成 21 年度使用廿日市市立小学校教科用図書採択について 

平成 21 年度使用廿日市市立小中学校特別支援学級用教科用図書採択について 

その他 給食費の値上げに係る経過報告について 

宮島島内の規制について 

 

9 月定例会（平成 20 年 9 月 1 日） 

区 分 件 名 

その他 教育委員会の点検・評価について 

小・中学校の耐震化について 

 

10 月定例会（平成 20年 10 月 6 日） 

区 分 件 名 

その他 教育委員会視察日程について 

社会教育委員の表彰について 

第 18 回廿日市市生涯学習フェスティバルについて 

 

11 月定例会（平成 20年 11 月 10 日） 

区 分 件 名 

審議事項 

 

廿日市市教育委員会文書事務取扱規程 

廿日市市立学校文書事務取扱規程 

市議会の議決を求めることについて 

（廿日市市教育委員会委員定数条例） 

市議会の議決を求めることについて 

（廿日市市立学校設置条例の一部を改正する条例） 

市議会の議決を求めることについて 

（廿日市市公民館条例の一部を改正する条例） 

市議会の議決を求めることについて 

（公の施設の指定管理者の指定について【はつかいち文化ホール及びはつか

いち美術ギャラリー】） 
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 市議会の議決を求めることについて 

（公の施設の指定管理者の指定について【廿日市市スポーツセンター、峰高

公園多目的広場及び廿日市市サッカー場】） 

市議会の議決を求めることについて 

（公の施設の指定管理者の指定について【佐伯総合スポーツ公園】） 

廿日市市における小中一貫教育について 

その他 教育委員会視察について 

第 5次廿日市市総合計画（案）について 

大野地域の給食費について 

 

12 月定例会（平成 20年 12 月 1 日） 

区 分 件 名 

審議事項 廿日市市における小中一貫教育について 

障がいのある児童生徒の就学について 

廿日市市サッカー場管理規則の一部を改正する規則 

廿日市市体育指導委員の委嘱について 

その他 平成 21 年度予算要求の概要 

平成 20 年度成人式について 

 

臨時会（平成 20年 12 月 26 日） 

区 分 件 名 

選挙 教育委員長、教育委員長職務代理者 

 

1 月定例会（平成 21 年 1 月 14 日） 

区 分 件 名 

審議事項 

 

技術員の給与に関する規程の一部を改正する訓令 

選挙運動のためにする個人演説会等の施設の使用のために納付すべき費用の

額を定める規程の一部を改正する告示 

選挙運動のためにする個人演説会等開催のために必要な設備の程度等に関す

る規程の一部を改正する告示 

廿日市市立学校の管理及び学校教育法の実施に関する規則等の一部を改正す

る規則 

障がいのある児童生徒の就学について 

その他 緊急奨学金の募集について 

平成 20 年度成人式についての報告 

選択について答申される予定の文化財の概要 
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2 月定例会（平成 21 年 2 月 6 日） 

区 分 件 名 

審議事項 平成 21 年度当初予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出することに

ついて 

障がいのある児童生徒の就学について 

その他 平成 20 年度卒業式、平成 21 年度入学式について 

 

3 月定例会（平成 21 年 3 月 13 日） 

区 分 件 名 

報告事項 

 

専決処分につき承認を求めることについて 

（廿日市市青少年指導員設置規則の一部を改正する規則） 

専決処分につき承認を求めることについて 

（廿日市市社会教育指導員設置規則の一部を改正する規則） 

専決処分につき承認を求めることについて 

（教職員人事の内申について） 

審議事項 廿日市市教育委員会会議規則の一部を改正する規則 

技術員の給与の特例に関する規程 

廿日市市就学指導委員会規則の一部を改正する規則 

廿日市市立学校の管理及び学校教育法の実施に関する規則の一部を改正する

規則 

廿日市市宮島幼稚園規則の一部を改正する規則 

障がいのある生徒の就学について 

廿日市市社会教育委員の委嘱について 

廿日市市体育指導委員の委嘱について 

その他 組織改編について 

吉和地域における小中一貫教育校について 

新佐方市民センターの開館式典について 

社会教育委員の表彰について 

廿日市市ホテル等建築審議会委員の推薦について 

※ 定例会 12 回  臨時会 1 回 

※ 報告事項 12 件  審議事項 43 件  選挙 1 件  その他 25 件 
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３ 教育委員の活動状況 

   国や県の動向について情報収集を行うとともに、今後の課題解決の参考とするため、各

種会議や研修会への参加、先進地の視察等を次のとおり行った。 

   学校等の教育機関への訪問や行事への出席等を行い、各機関の状況把握に努めた。 

   今後も、各種研修会等へ積極的に参加し、職務遂行に必要な知識の習得に努めるととも

に、教育機関への訪問等を行い、教育現場のニーズの把握に努める必要がある。 

 

《会議、研修会等への参加》 

項目 内容 

平成 20 年度広島県都市教

育長会春の総会 

（教育長） 

○開催日：平成 20 年 4月 28 日 

○開催地：福山市 

○議事 

 ・決算、予算関係 

○広島県教育委員会との意見交換及び諸連絡 

平成 20 年度市町教育委員

会連合会役員会 

（1名） 

○開催日：平成 20 年 5月 8 日 

○開催地：呉市 

○議事 

 ・総会提案議案の事前審議 

 ・教育功労者表彰者の決定について 

第 60 回全国都市教育長協

議会定期総会並びに研究

大会（教育長） 

○開催日：平成 20 年 5月 15 日～5月 16 日 

○開催地：香川県高松市 

○議事 

 ・決算、予算関係 

 ・宣言 決議について 

○文部科学省講話 

 ・「教育改革の動向について」 

○記念講演 

 ・「文学と音楽と」 

○教育研究部会  

・「学習指導要領改訂の趣旨について」 

○教育研究部会研究会議 

 ・「島原市の教育基盤『生命、きずな、感謝の心』の育成 

を目指して」 

平成 20 年度市町教育委員

会連合会定期総会 

（1名） 

○開催日：平成 20 年 5月 28 日 

○開催地：府中市 

○議事 

・決算、予算関係 

○広島県教育委員会との意見交換 
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平成 20 年度中国地区市町

村教育委員会連合会・監査

会・理事会・定期総会 

（1名） 

○開催日：平成 20 年 7月 17 日 

○開催地：山口県山口市 

○議事 

 ・決算、予算、事業計画関係 

 ・中国地区市町村教育委員会連合会研修大会の開催 

平成 20 年度市町村教育委

員会研究協議会（第 2ブロ

ック） 

（4名） 

○開催日：平成 20 年 9月 4 日～9月 5日 

○開催地：広島市 

○講演  

・「生きる力と新しい学習指導要領」 

○パネルディスカッション 

 ・「教育委員会に期待される役割について」 

○事例発表・研究協議 

 ・「全国学力・学習状況調査結果を活用した学校改善につ 

いて」 

 ・「学校評価における教育委員会の役割について」 

県・市町教育委員合同研修

会 

（1名） 

○開催日：平成 20 年 9月 12 日 

○開催地：広島市 

○議事 

 ・新しい学習指導要領について 

○情報提供 

 ・教員免許更新制の導入について 

平成 20 年度中国地区都市

教育長会定期総会並びに

研究協議会 

（教育長） 

○開催日：平成 20 年 10 月 23 日～10 月 24 日 

○開催地：山口県下関市 

○議事 

 ・決算、予算関係 

 ・宣言 決議について 

○講演 

 ・「土井ヶ浜遺跡から日本人のルーツと未来がみえる」 

○研究発表 

 ・「『ﾌﾚｯｸｽﾊｲｸｫﾘﾃｨｰｽｸｰﾙの実現』に向けて取り組む竹原市 

の学校教育」 

 ・「益田市の社会教育について」 
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平成 20 年度広島県都市教

育長会秋の総会 

（教育長） 

 

 

 

 

○開催日：平成 20 年 11 月 7 日 

○開催地：安芸高田市 

○議事 

 ・平成 21 年度全国都市教育長協議会研究大会の専門部会

の所属について 

 ・平成 21 年度広島県教育委員会に対する要望事項につい          

 て 

○広島県教育委員会との協議 

○視察 

 ・安芸高田市立美土里小学校 

平成 20 年度広島県市町教

育委員会教育委員研修会 

（1名） 

○開催日：平成 20 年 11 月 21 日 

○開催地：広島市 

○講話  

・「新たな『教育県ひろしま』の創造に向けて」 

○講演 

・「地域・家庭教育と学校教育～豊かな連携を求めて」 

○実践発表  

・「授業力の向上をめざした学校経営」 

平成 20 年度広島県市町教

育長会議 

（教育長） 

○開催日：平成 21 年 1月 20 日 

○開催地：広島市 

○講演 

 ・「本県教育施策の推進状況及び次年度の施策の方向性に

ついて」 

教育委員会行政視察 

（3名・教育長） 

○視察日：平成 20 年 10 月 29 日～10 月 30 日 

○視察先・内容 

・島根県大田市 

  伝統的建造物群保存制度と世界遺産 

 ・島根県雲南市 

  学校支援地域本部事業について 

※ 参加回数 12 回・延べ 18 人 
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《行事等への出席》 

項目 参加委員数（教育長は除く） 

廿日市市立小中学校教職員辞令交付式 2 名 

宮島小・中学校開校式 

（一体型の小中一貫教育を推進する学校） 

2 名 

パークゴルフ場完成記念式典 4 名 

成人式 2 名 

中学校女子はつかいち駅伝大会開会式 1 名 

入学式 小学校 3名（3校）・中学校 1名（1校） 

卒業式 小学校 4名（4校）・中学校 3名（3校） 

運動会・体育祭 小学校 3名（5校）・中学校 1名（1校） 

市民センターまつり 4 名（4館） 

佐伯中学校区小中連携協議会第２回合同研修会 1 名 

広島教育の日 教育委員会６０年記念式典 1 名 

廿日市市立小中学校教職員退職辞令交付式  1 名 

  ※ 出席回数 29 回・延べ 33 人 



 

11 
 

Ⅲ 事務の点検・評価 

第１ 学校教育 

１ 確かな学力の定着・向上 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

児童生徒に基礎的・基本的な知識・技能を確実に習得させるとともに、思考力、判断

力及び表現力などの能力を育み、学習意欲を高めるため、学力定着状況調査、少人数指

導、ことばの教育の充実等の取り組みを推進してきた。 

  

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 学力定着状況調査の実施 

児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、ＰＤＣＡサイクルに基づいた授業改善

を行うため、全国学力・学習状況調査（小学校 6 年生・中学校 3 年生を対象に国が 4

月に実施）、広島県「基礎・基本」定着状況調査（小学校 5 年生・中学校 2 年生を対

象に県が 6 月に実施）及び廿日市市学力定着状況調査（小学校 1 年生から中学校 2 年

生を対象に 1 月下旬から 2 月上旬にかけて実施）を実施した。 

 

項目 20 年度実績 19 年度実績 

全国学力・学習状況調査正答率 

 

※（ ）内は県平均 

 ［ ］内は全国平均 

 
小 国語Ａ 68.9％ 

（67.8％）
［65.4％］ 

  国語Ｂ 53.5％ 
     （53.3％） 

［50.5％］ 
 算数Ａ 75.5％ 

     （74.3％） 
［72.2％］ 

  算数Ｂ 54.7％ 
     （53.6％） 

［51.6％］ 
中 国語Ａ 75.7％ 
     （74.1％） 

［73.6％］ 
  国語Ｂ 62.8％ 
     （60.9％） 

［60.8％］ 
  数学Ａ 63.8％ 
     （64.1％） 

［63.1％］ 
  数学Ｂ 49.5％ 
     （48.7％） 

［49.2％］ 

 
小 国語Ａ 83.9％ 

（83.3％） 
［81.7％］ 

  国語Ｂ 66.0％ 
     （65.0％） 

［62.0％］ 
 算数Ａ 84.2％ 

     （84.7％） 
［82.1％］ 

  算数Ｂ 65.0％ 
     （65.0％） 

［63.6％］ 
中 国語Ａ 84.3％ 
     （82.4％） 

［81.6％］ 
  国語Ｂ 75.0％ 
     （72.0％） 

［72.0％］ 
  数学Ａ 72.2％ 
     （73.3％） 

［71.9％］ 
  数学Ｂ 61.8％ 
     （60.6％） 

［60.6％］ 

※ 小学校は 6年生、中学校は 3年生を対象に実施 

 

 

 

* 
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項目 20 年度実績 19 年度実績 18 年度実績 

 

 

 

 

「基礎・基本」定着状況調査通過率 

※（ ）内は県平均 

小 国語67.3％ 

   （ 67.4％ ）  

算数76.1％ 

   （ 76.1％ ） 

中 国語78.2％ 

   （ 76.2％ ） 

  数学66.2％ 

   （ 65.7％ ） 

  英語75.2％ 

   （ 71.1％ ） 

小 国語65.5％ 

  （ 64.2％ ）  

算数75.7％ 

  （ 75.6％ ） 

中 国語76.9％ 

  （ 74.4％ ） 

  数学68.9％ 

  （ 69.0％ ） 

  英語73.8％ 

  （ 73.4％ ） 

小 国語80.3％ 

 （ 78.3％ ） 

算数81.7％ 

 （ 80.2％ ） 

中 国語84.0％ 

  （ 82.1％ ） 

 数学69.9％ 

  （ 71.4％ ） 

 英語79.7％ 

  （ 76.3％ ） 

※ 小学校は 5年生、中学校は 2年生を対象に実施 

 

項目  20 年度実績 19 年度実績 18 年度実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廿日市市学力定着状況調査通過率 

※［ ］内は全国平均 

小
学
１
年
生 

国語 82.2％ 

［79.2％］ 

算数 91.4％ 

  ［88.4％］ 

国語 82.0％ 

  ［72.9％］ 

算数 90.7％ 

  ［88.4％］ 

国語 82.1％ 

［79.2％］ 

算数 90.6％ 

  ［88.4％］ 

小
学
２
年
生 

国語 79.4％ 

［74.5％］ 

算数 86.2％ 

  ［81.2％］ 

国語 78.1％ 

  ［74.5％］ 

算数 84.2％ 

  ［81.2％］ 

国語 77.2％ 

［74.5％］ 

算数 83.5％ 

  ［81.2％］ 

小
学
３
年
生 

国語 75.4％ 

［73.0％］ 

算数 81.1％ 

  ［78.6％］ 

国語 74.1％ 

  ［73.0％］ 

算数 79.6％ 

  ［78.6％］ 

国語 74.3％ 

［73.0％］ 

算数 78.9％ 

  ［78.6％］ 

小
学
４
年
生 

国語 78.0％ 

［75.9％］ 

算数 81.7％ 

  ［77.8％］ 

国語 78.5％ 

  ［75.9％］ 

算数 81.7％ 

  ［77.8％］ 

国語 78.8％ 

［75.9％］ 

算数 82.1％ 

  ［77.8％］ 

小
学
５
年
生 

国語 77.0％ 

［74.7％］ 

算数 74.0％ 

  ［72.2％］ 

国語 78.3％ 

  ［74.7％］ 

算数 76.5％ 

  ［72.2％］ 

国語 78.5％ 

［74.7％］ 

算数 76.9％ 

  ［72.2％］ 

小
学
６
年
生 

国語 82.4％ 

［79.1％］ 

算数 74.0％ 

  ［72.0％］ 

国語 82.1％ 

  ［79.1％］ 

算数 74.0％ 

  ［72.0％］ 

国語 82.4％ 

［79.1％］ 

算数 75.4％ 

  ［72.0％］ 

* 

* 
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廿日市市学力定着状況調査通過率 

※［ ］内は全国平均 

中
学
１
年
生 

国語 71.7％ 

  ［69.7％］ 

数学 63.4％ 

  ［60.5％］ 

英語 74.9％ 

  ［69.8％］ 

国語 71.6％ 

  ［69.7％］ 

数学 61.0％ 

  ［60.5％］ 

英語 74.0％ 

  ［69.8％］ 

国語 71.2％ 

  ［69.3％］ 

数学 60.5％ 

  ［61.3％］ 

英語 73.4％ 

  ［68.4％］ 

中
学
２
年
生 

国語 75.9％ 

  ［75.3％］ 

数学 58.6％ 

  ［59.8％］ 

英語 68.2％ 

  ［65.6％］ 

国語 76.2％ 

  ［75.3％］ 

数学 58.0％ 

  ［59.8％］ 

英語 68.6％ 

  ［65.6％］ 

国語 77.1％ 

  ［74.8％］ 

数学 58.6％ 

  ［61.2％］ 

英語 67.3％ 

  ［65.3％］ 

※ 教研式ＣＲＴ（標準学力検査）を使用 

イ 国際理解教育の実施 

(ｱ) 外国語指導助手の配置 

英語及び外国の生活・文化に対する興味・関心や意欲の向上を図り、積極的に英

語を活用し、コミュニケーションを図ろうとする態度を育成するために、幼稚園（1

園）及び全小・中学校（小学校 19 校・中学校 10 校）に継続してＡＬＴ（外国語指

導助手）を配置した。 

【配置方法】 

ＡＬＴ14 人で、1 人あたり 2～3 校を受け持つことで、全学校に配置。 

(ｲ) 小学校英語活動拠点校の指定 

吉和小学校を拠点校に指定し、小学校英語活動における教員の指導力向上のため

の取り組みやＡＬＴの効果的な活用のあり方、中学校との連携など、実践的な研究

を推進させるとともに、市内小・中学校にその成果を普及・啓発した。 

ウ 読書活動の推進 

(ｱ) 読書活動推進員の配置 

児童生徒の読書活動を推進（たくさん読む・よりよく読む）するために、全小・

中学校に継続して読書活動推進員（非常勤）を 1 人ずつ配置した。 

(ｲ) 学校図書の整備 

学校図書館の充実を図るため、学校図書標準冊数を目標に、学校図書の整備を行

った。 

【平成 20 年度図書購入数】 

小学校 9,217 冊・中学校 2,774 冊 

項目 20 年度実績 19 年度実績 18 年度実績 

 

学校図書標準冊数達成校数 

小 9 校 

中 4 校 

小 8 校 

中 4 校 

小 11 校 

中 4 校 

  ※ 小学校：全 19校・中学校：全 10 校 

* 

* 

* 
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エ 理科支援員等の配置【新規事業】 

理科授業における観察・実験活動の充実及び教員の指導力向上を図るため、理科支

援員及び特別講師を小学校５、６年生の理科の授業に活用した。 

【配置方法】 

理科支援員 16 名で、1 人あたり 1～2 校を受け持ち、小学校 19 校中 18 校に配

置。また、特別講師（2 人）を、希望があった 18 校に派遣。 

オ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

廿日市市学力定着状況調査 5,319,939 円 

国際理解教育事業 58,763,280 円 

学校図書館活動推進事業 31,727,648 円 

理科支援員等の配置 5,743,010 円 

合 計 101,553,877 円 

 

(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

外国語指導助手の配置校数 
1 園・29校 

（全学校） 
1 園・29校 1 園・29校 達成 

小学生を対象に実施したアンケートに

おいて、「外国の人と廊下で会ったらど

うしますか」との問に対し、「英語であ

いさつする」と答えた児童の割合 

前年度比増 79.4％ 79.2％ 達成 

読書活動推進員の配置校数 29 校（全学校） 29 校 29 校 達成 

児童生徒一人あたり

の学校図書年間貸出

冊数 

小 31.5 冊 

中  7.7 冊 

（前年度比 5％増） 

小 36.2 冊 

中  9.0 冊 

 

小 30.0 冊 

中  7.3 冊 

 

達成 

理科支援員の配置校数 16 校 18 校 － 達成 

※ 幼稚園：全 1園・小学校：全 19 校・中学校：全 10 校 

 

(4) 点検・評価 

・ 各調査結果を全国及び県平均と比較すると、概ね上回っており、学力が定着してい

ることが言える。 

・ 全国学力・学習状況調査を見ると、Ａ問題に比べ、Ｂ問題の正答率が低く、知識や

技能を活用する力に課題があることが明らかになったことから、答えを求めることだ

けに重点を置くのではなく、答えを生み出す過程も重視するなどの指導改善を行った。 

・ 各学校において、全国学力・学習状況調査及び広島県「基礎・基本」定着状況調査

の調査結果を踏まえた授業改善を行い、その検証を廿日市市学力定着状況調査におい

て行い、次年度の改善に生かすといった、ＰＤＣA サイクルに基づいた授業改善が定

着してきているが、数学については廿日市市学力定着状況調査においても通過率が低

* * 

* 
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く、授業改善の成果が表れておらず、継続した取り組みが必要である。 

・ ＡＬＴを幼稚園及び全小・中学校に配置し、コミュニケーションの楽しさを感じる

活動を展開したことで、「外国の人と廊下で会ったらどうしますか」との問いに対し、

「英語であいさつする」と答えた児童の割合が増加しており、英語を使ってコミュニ

ケーションを図ろうとする態度の育成が図れた。 

・ 読書活動推進員の配置、学校図書の整備など、児童生徒にとって魅力ある学校図書

館の環境づくりに努めた結果、学校図書館図書の年間貸出冊数が増加し、児童生徒の

読書活動の推進（たくさん読む・よりよく読む）を図ることができた。 

・ 学校図書標準冊数に達していない学校に対し、重点的に図書整備を行う必要がある。 

・ 理科支援員を配置し、観察・実験の準備や後片付けの支援を行ったことで、教員が

児童への指導に集中しやすくなり、体験的な活動を中心に据えた授業の展開ができる

ようになった。また、特別講師を派遣し、教員に専門的な視点から授業や観察・実験

方法などへの助言を行ったことで、教員の指導力向上が図れた。 

     

(5) 今後の取り組みの方向 

・ 児童生徒の基礎的・基本的な知識や技能の定着及びそれを活用する力の向上を図る

ため、全国学力・学習状況調査、広島県「基礎・基本」定着状況調査及び廿日市市学

力定着状況調査の調査結果を踏まえたＰＤＣA サイクルによる授業改善の取り組みの

一層の充実に努める。また、課題である数学については、小学校段階の算数から取り

組む必要があり、小・中学校が連携して算数・数学の授業改善に取り組む校内研修等

に、指導主事を派遣し、指導の充実に努める。 

・ 国際化時代であり、国際理解教育の充実は重要な課題のひとつである。今後も引き

続き幼稚園及び全小・中学校へＡＬＴを配置するとともに、ＡＬＴのより効果的な活

用や幼・小・中学校が連携した取り組みを展開する等、国際理解教育の充実に努める。 

・ 読書活動の推進を図るため、学校図書標準冊数に達していない学校へ重点的に図書

整備を実施していくとともに、引き続き読書活動推進員を配置し、児童生徒にとって、

より魅力的な学校図書館の環境づくりに努める。 

・ 理科支援員等を活用することで、体験的な活動を中心に据えた授業を展開し、児童

のより科学的に調べる能力や態度を育てるとともに、主体的に理科学習に取り組むこ

とのできる児童の育成に努める。 

 

 

* 

* 

* 
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【用語説明】 

○ ＰＤＣＡサイクル 

ＰＬＡＮ（企画立案）、ＤＯ（実施）、ＣＨＥCK（点検・評価）、ＡＣＴＩＯＮ（改善）

を順次行い、次のＰＤＣA サイクルにつなげ、継続的な改善をしていく。 

○ 全国学力・学習状況調査におけるＡ問題・Ｂ問題 

・ Ａ問題 

主として「知識」に関する問題で、実生活において不可欠であり、常に活用できる

ようになっていることが望ましい知識・技能。 

・ Ｂ問題 

主として「活用」に関する問題で、知識・技能等を実生活の様々な場面に活用する

力などにかかわる内容。 

○ 通過率 

問題ごとに正答または準正答（完全な誤りでなく、正答として考えられるもの）であ

った児童生徒の割合を求めたもの。 

○ 学校図書標準冊数 

文部科学省が、公立義務教育諸学校の学校図書館に整備すべき蔵書の標準として、平

成 5 年 3 月に定めたもの。 

（例）小学校 18 学級の場合：10,360 冊 

   中学校 15 学級の場合：12,160 冊 

 



 

17 
 

２ 豊かな心の育成 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

いじめ・不登校の問題、核家族化、コミュニティの衰退などによる人間関係の希薄化

や生活体験の機会の減少など、社会性が育ちにくい現在の子どもを取り巻く環境におい

ては、他人を思いやる心、自然や美しいものに感動する心、正義感や公正さを重んじる

心など、子どもたちに豊かな心を育むための教育を推進していくことが重要である。 

そのために、学校教育全体を通じた道徳教育への取り組みや、道徳の授業の家庭・地

域への公開などに関し、各学校へ指導を行うとともに、子どもが健やかに育つ環境づく

りとして、こども相談室に青少年指導員、中学校に心の教室相談員を配置し、平成 19

年度からは、小学校へ非常勤講師及び教育補助員（生徒指導アシスタント）を配置し、

生徒指導体制の確立を進めてきている。 

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 道徳教育の充実 

各学校における道徳教育の推進担当者を対象に、市主催の研修会を開催し、道徳の

授業研究や実践交流を行った。 

また、道徳の授業を保護者だけでなく、地域にも公開するなど、家庭や地域と連携

した道徳教育の推進に努めた。 

項目 20 年度実績 19 年度実績 18 年度実績 

保護者・地域へ道徳の授業を公

開している学校の割合 
69.0％ 62.1％ 58.6％ 

イ いじめ・不登校対策の推進 

(ｱ) ハートウォーミング事業の実施 

こども相談室（廿日市教室、佐伯教室、大野教室を学校外に設置している。）に、

6 人の青少年指導員を配置し、不登校児童生徒に対して、学習支援や自立を促す活

動を行った。また、相談窓口を設け、いじめ、不登校、子育てに関する問題など、

保護者や学校からの相談に広く対応した。 

【各教室の開室日】 

原則、廿日市教室は月曜日から金曜日、佐伯・大野教室は火曜日・水曜日・木曜

日に開室。 

(ｲ) 心の教室相談員の配置 

中学校に広島県が配置しているスクールカウンセラーに加え、心の教室相談員を

配置し、生徒の悩みや相談に対応するなどの教育相談活動にあたり、生徒の心のケ

アを行った。 

【配置方法】 

広島県が配置しているスクールカウンセラー（週当たり 6 時間×28 週）の配置校

9 校のうち、7 校に心の教室相談員（週当たり 12 時間×35 週）を追加配置。 

(ｳ) いじめ・不登校対策事業の実施 

小学校の生徒指導主事が、いじめ・不登校の未然防止、小・中連携による生徒指

導体制の確立に取り組む時間を確保するため、広島県から不登校対策指定校として
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教員の加配がある 4 校を除いた小学校 15 校に、非常勤講師又は教育補助員を配置

した。 

【配置方法】 

学校の状況に応じ、9 校に非常勤講師を 1 人ずつ、6 校に教育補助員を 1 人ずつ

配置。 

ウ チャレンジ学校づくり支援事業の実施【新規事業】 

地域、保護者の支援のもと、干潟観察、雪遊び等の自然体験活動や宿泊体験活動を

通して、児童の豊かな人間性、社会性や自ら考えて行動できる力、規範意識などを育

むとともに、他校児童との交流活動を通して、コミュニケーション能力の育成を図っ

た。 

エ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

ハートウォーミング事業 15,094,406 円 

心の教室相談員事業 2,450,607 円 

いじめ・不登校対策事業 11,996,354 円 

チャレンジ学校づくり支援事業 651,302 円 

合 計 30,192,669 円 

 

(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

青少年指導員配置数 6 人 6 人 6 人 達成 

心の教室相談員配置校数  8 校（中学校） 7 校 7 校 未達成 

非常勤講師の配置校数  10 校（小学校） 9 校 8 校 未達成 

教育補助員の配置校数  5 校（小学校） 6 校 5 校 達成 

いじめ認知件数 

（1,000 人あたり） 

※（ ）内は県平均 

前年度比減 

小 2.4 件 

（1.2 件） 

小 1.6 件 

（1.4 件） 
未達成 

中 3.1 件 

（4.2 件） 

中 7.3 件 

（6.0 件） 
達成 

不登校発生率 

※（ ）内は県平均 
 ［ ］内は全国平均 

 

 

前年度比減 

小 0.36％ 

（0.38%） 

〔0.32%〕 

小 0.61％ 

（0.45%） 

〔0.34%〕 

達成 

中 3.64％ 

（3.29%） 

 〔2.89%〕 

中 3.39％ 

（3.25%） 

 〔2.91%〕 

未達成 

不登校発生率（中 1） 前年度比減 2.90％ 3.79％ 達成 

チャレンジ学校づくり支援事業実施校数 4 校（小学校） 4 校 － 達成 

※ 小学校：全 19 校・中学校：全 10 校 
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(4) 点検・評価 

・ 研修会を開催し、道徳の授業研究や実践交流を行ったことで、道徳教育の内容の充

実が図れた。また、道徳の授業を公開することによって、学校で行っている道徳教育

について、家庭や地域に発信することができ、家庭でも道徳の時間に学習したことを

話題にするなど、学校・家庭・地域が連携した道徳教育を推進していく契機となった。 

・ こども相談室などでの相談活動が、不登校児童生徒に対し、落ち着きや安心感をも

たらし、児童生徒の精神的安定を図ることができた。また、学校と連携し、共通理解

のもとに指導することで、学校復帰した児童生徒もいる。 

・ 心の教室相談員と教職員が常に連携を図り、生徒の悩みや相談内容を共有すること

で、生徒理解を深め、いじめの未然防止や早期発見に役立てることができた。 

・ 小学校に非常勤講師及び教育補助員を配置し、生徒指導主事による初期対応、保護

者や中学校との連携など、生徒指導体制の確立を進めたことから、小学校におけるい

じめの早期発見、早期対応や不登校の未然防止、中 1 ギャップ解消への取り組みの充

実が図れた。 

・ 小学校のいじめ認知件数については、前年度より増えており、県平均と比較しても

多い状況である。引き続き、いじめの早期発見、早期対応に取り組む必要がある。 

・ 不登校発生率について、前年度と比較すると、小学校では 0.25％減少しているが、

中学校では 0.25％増加している。中学校において、1 年生の不登校発生率が 0.89％

減少しているにも関わらず、中学校全体では 0.25％上昇している原因は、中学校 2

年生の不登校が増えたためである。全国や県平均と比較すると、本市の不登校発生率

はやや高い状況にあり、原因の分析及び対応策の検討が必要である。 

・ チャレンジ学校づくり支援事業では、２つの小規模校の児童が一緒になり、普段は

体験することができない同世代集団の中で、様々な体験活動を行うことにより、児童

に豊かな人間性や社会性、自ら考えて行動する力などを育むことができた。 

 
(5) 今後の取り組みの方向 

・ 道徳教育については、新学習指導要領の内容をふまえ、校内指導体制の充実や魅力

ある教材の開発など、道徳教育の改善が一層図れるよう指導することによって、児童

生徒の道徳性を高めていく。また、学校・家庭・地域が連携した道徳教育の推進を図

るため、道徳教育に関し、学校から発信するだけでなく、家庭や地域からの意見を取

り入れる取り組みにも努める。 

・ いじめ・不登校の要因は様々であるが、家庭環境が影響している場合も多い。家庭

を支援するには、福祉関係等の諸機関の対応が必要であるため、学校と諸機関との情

報連携に努める。 

・ 今後も引き続き、児童生徒への相談活動や生徒指導体制の充実に努める。 

・ チャレンジ学校づくり支援事業では、児童が豊かな人間性や社会性などを育んでい

くためには、自然の中で集団での体験活動は大変有効であり、今後も引き続き、事業

の推進に努める。 

* 
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【用語説明】 

○ 中 1ギャップ 

小学生から中学 1 年生になったとたん、学習や生活の変化になじめずに不登校となっ

たり、いじめが急増するという現象。 
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３ 健やかな体の育成 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

児童生徒の心身の調和的発達を図るためには、運動を通じて体力を養うとともに、望

ましい食習慣など、健康的な生活習慣を形成する必要がある。 

そのために、新体力テストや広島県「基礎・基本」定着状況調査の質問紙の結果等を

生かし、児童生徒の実態把握に努め、体力つくりや食育の推進を図ってきた。 

  

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 体力つくりの充実 

(ｱ) 新体力テストの実施 

新体力テストを全学年で実施し、測定結果を体力つくりや健康づくりに活用した。 

イ 食に関する教育の推進 

(ｱ) 学校栄養職員による食に関する指導の実施 

各学校において、給食の時間や特別活動、生活科・家庭科・保健体育科など各教

科等において、学校栄養職員が高い専門性を生かした食に関する指導を実施した。 

廿日市学校給食センターが受配している小学校 11 校、中学校 7 校については、

廿日市学校給食センターの学校栄養職員が小学校 3 年生・5 年生と中学校 1 年生（各

学級 1 回）を対象に食に関する指導を実施した。 

また、給食の献立を活用した給食指導資料等を作成し、食に関する指導の推進を

図った。 

項目 20 年度実績 19 年度実績 18 年度実績 

廿日市学校給食センター学校

栄養職員による指導回数 
82 回 79 回 74 回 

(ｲ) 学校と家庭・地域との連携 

食育の推進を図るため、学校において、各家庭への資料配布や学校保健会、ＰＴ

Ａ行事などを活用して、食生活の状況や基本的な生活習慣の課題等について啓発活

動を行った。 

 

(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

新体力テスト結果 

（県平均を上回った種目の割合） 
前年度比増 

小  36.5％ 小  63.5％ 未達成 

中 20.4％ 中 16.7％ 達成 

 

朝食摂取率 
前年度比増 

小 90.0％ 

中 84.8％ 

小 86.9％ 

中 81.9％ 
達成 

 

給食残食率 
前年度比減 

小  6.0％ 

中 11.0％ 

小  8.3％ 

中 12.7％ 
達成 

 

* 

* 
* 

* 

* 

* 
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(4) 点検・評価 

・ 新体力テストの結果について、県平均と比較すると、県平均を上回った種目数の割

合は、小学校では 36.5％、中学校では 20.4％となっており、県平均を下回る種目が

多い結果となった。学年別に見ると、小学校の高学年から中学生で割合が低く、課題

があることがわかった。また、種目で見ると、小学生では「上体そらし」・「20ｍシャ

トルラン」・「ソフトボール投げ」に課題があり、中学生では、「握力」・「反復横とび」・

「50ｍ走」・「立ち幅とび」・「ハンドボール投げ」に課題が認められた。これらの結果

を踏まえ、体育の授業にサーキット運動を取り入れ、外遊びを奨励するなどの取り組

みを実施した。 

・ 各学校において、学校栄養職員による食に関する指導を実施するとともに、家庭・

地域との連携による取り組みを充実させたことにより、朝食摂取率の増加及び給食残

食率の減少が見られ、児童生徒の食習慣の改善を図ることができた。 

 

(5) 今後の取り組みの方向 

・ 新体力テストの結果分析に基づき、課題を明確にし、体育科（中学校では保健体育

科）の授業改善を図っていく。また、外遊びの奨励や学校行事等における体を動かす

機会の確保など、継続的な取り組みの充実に努める。 

・ 健やかに生きるための基礎を培い、望ましい食習慣の形成を図るために、学校・家

庭・地域とが連携した取り組みの充実に努める。 

 

 

【用語説明】 

○ 新体力テスト 

国民の体力やスポーツ活動の基本となる運動能力の現状を確かめるテスト。文部科学

省により、文部省時代の平成 11 年度（1999 年度）から実施されている。 

    小学生：握力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトルラン 

        50ｍ走・立ち幅とび・ソフトボール投げ  （8 種目） 

    中学生：握力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・持久走・20ｍシャトルラン 

        50ｍ走・立ち幅とび・ハンドボール投げ  （9 種目） 

○ 目標の指標の解説 

・ 新体力テスト（県平均を上回った種目の割合） 

小学校は、8 種目×6 学年×2（男女）の全 96 種目のうち、県平均を上回った割合

で、中学校は、9 種目×3 学年×2（男女）の全 54 種目のうち、県平均を上回った割

合。 

・ 朝食摂取率 

広島県が実施している「基礎・基本」定着状況調査の「毎日朝食を食べる」という

質問に対し、「よくあてはまる」と回答した児童生徒の割合。 

・ 給食残食率 

廿日市市学校給食センターが実施している調査で、副食（おかず）の残食率。 

* 

* * 

* 
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４ 特別支援教育の充実 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

近年、小・中学校における特別支援学級設置数の増加や通常の学級に在籍している児

童生徒のうち、ＬＤ（学習障がい）、ＡＤＨD（注意欠陥・多動性障がい）、高機能自閉症

により学習や生活の面で特別な支援が必要な児童生徒が、約 6％程度の割合で存在する

可能性があり（文部科学省調査）、これらの児童生徒に対して、学校として適切な対応が

求められている。 

こうした中、発達障がいの児童生徒への適切な指導や必要な支援を行うことを目的と

し、平成 19 年度に、大野西小学校に特別支援教育に係る専門知識を持った特別支援教

育士を配置し、大野西小学校を中心に発達障がい児童生徒への学習支援及び保護者、教

職員への教育相談等を行ってきた。 

 

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 特別支援教育体制の推進 

(ｱ) 校内委員会の設置及び特別支援教育コーディネーターの指名  

特別支援教育を推進するための校内委員会の設置や特別支援教育コーディネータ

ーの指名を、市内全小・中学校で引き続き実施し、児童生徒を支援するための体制

づくりに努めた。 

(ｲ) 特別支援教育士の配置 

巡回相談等の取り組みを強化するため、平成 19 年度に大野西小学校に配置してい

た特別支援教育士を教育委員会事務局に配置するとともに、週当たりの配置時間を

増やした。 

市内の全小・中学校に対し巡回相談を行い、児童生徒の実態を把握するとともに、

特別支援教育に関する専門的事項の指導・助言及び相談活動を実施した。 

また、特別支援教育に関する情報を収集し、市内小・中学校に提供するとともに、

関係機関との連携等を行った。 

項目 20 年度実績 19 年度実績 18 年度実績 

学校巡回相談の実施回数 
小 98 回 

中 18 回 

小 4 回 

中 1 回 
－ 

(ｳ) 特別支援教育支援員の配置【新規事業】 

市内小・中学校へ特別支援教育支援員を配置し、ＬＤ（学習障がい）、ＡＤＨＤ（注

意欠陥・多動性障がい）、高機能自閉症等の児童生徒の生活支援を行った。 

【配置方法】 

学校の状況に応じ、小学校 19 校中 15 校に、中学校 10 校中 8 校に特別支援

教育支援員を 1 人ずつ配置。 

* 

* * 
* * 

* 

* 
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イ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

特別支援教育士の配置 2,876,725 円 

特別支援教育支援員の配置 14,068,085 円 

合 計 16,944,810 円 

 

(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

特別支援教育士の週

当たりの配置時間 
28 時間 28 時間 12 時間 達成 

特別支援教育支援員

の配置校数 

小 15 校 

中 8 校 

小 15 校 

中 8 校 
－ 達成 

※ 小学校：全 19 校・中学校：全 10 校 

 

(4) 点検・評価 

・ 特別支援教育士を教育委員会事務局に配置し、配置時間を増やしたことで、学校へ

の巡回相談体制が強化され、巡回相談の回数が大幅に増加した。このことにより、教

職員の特別支援教育に対する認識が深まるとともに、障がいをもつ児童生徒一人一人

について専門的な指導を行うことができた。 

・ 特別支援教育支援員が、通常学級で発達障がいのある児童生徒の生活支援を行うこ

とで、学習内容の理解が深まった。また、休憩時間の過ごし方や友達との関わり方に

ついて担任と連携を図ることにより、児童生徒の実態把握ができ、学級経営に生かす

ことができた。 

・ 特別支援教育コーディネーターが校内委員会の中心的役割を果たすようになってき

たことにより、障がいのある児童生徒の担任だけでなく、学校全体で児童生徒を支援

する体制が整えられてきている。 

・ 学校巡回相談の実施、特別支援教育支援員の配置については、今後も支援を必要と

する児童生徒の状況に応じて、適切に対応していくことが必要である。 

 

(5) 今後の取り組みの方向 

・ 今後、特別支援教育の充実はより一層必要となってくる。各小・中学校において、

特別支援教育に関する専門的理解が深まるよう、引き続き、特別支援教育士による巡

回相談を実施し、専門的な指導の充実に努める。 

・ 教職員が、児童生徒一人一人の教育的ニーズを的確に把握し、その持てる力を高め、

生活上や学習上の困難を克服できるよう、特別支援教育に関する研修を充実させ、一

層の指導力向上に努める。 

・ 特別支援教育支援員の発達障がいのある児童生徒への支援が深まるよう、研修の実

施や交流の場を設け、特別支援教育支援員の育成に努める。 
 

* 

* 

* 

* 
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【用語説明】 

○ 特別支援教育士 

ＬＤ（学習障がい）・ＡＤＨＤ（注意欠陥・多動性障がい）、高機能自閉症等について

児童生徒の状況を把握し、どのような援助活動を行うかなどの指導に関し、専門的知識

を有する者。 

○ 校内委員会 

児童生徒等の実態把握及び指導・支援のあり方等について検討を行うため、学校内に

置く委員会。 

○ 特別支援教育コーディネーター 

特別支援教育に関して、学校内の関係者や福祉・医療等の関係機関との連携・調整及

び保護者の相談窓口を担うために校内で指名された者。 
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５ 教職員の資質・指導力の向上 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

児童生徒の確かな学力・豊かな心・健やかな体を育み、地域から信頼され支持される

学校をめざすためには、教職員の資質・指導力の向上を図る必要がある。 

そのために、プログレス研修の実施、公開研究会の開催、教育研究会の活動支援など

を行ってきた。 

  

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 指導主事による学校訪問指導 

市内各小・中学校の教育活動の充実及び教職員の資質・指導力の向上を図るため、

指導主事（5 人）が全小・中学校への定期訪問や公開研究会において、指導・助言を

行った。 

また、学校からの要請に応じ、訪問指導を行い、校内研修などの活性化を図った。 

【学校からの要請による訪問指導回数：延べ 38 回】 

イ プログレス研修の実施 

教職員の指導力向上を図るため、市主催で職能別研修、課題別研修及びマネジメン

ト研修を実施した。 

【実施した研修】 

職能別研修 管理職研修、主幹・教務主任研修、研究主任研修、初任者研

修、プロセミナー（総合講座） 

課題別研修 道徳教育推進研修、キャリア教育推進研修、体力向上実技研

修、外国語活動・英語教育実践研修、いじめ・不登校未然防

止研修、特別支援教育研修、食育推進研修 

マネジメント研修 学校運営研修会 

ウ 各種教育研究委嘱事業の実施 

(ｱ) 文部科学省の委嘱事業 

【研究指定校・教育課題】 

平良小学校 人権教育総合推進地域事業 

原小学校 人権教育総合推進地域事業 

佐方小学校 国語力向上モデル事業 

金剛寺小学校 人権教育総合推進地域事業 

吉和小学校 小学校における英語活動等国際理解活動推進事業 

大野西小学校 道徳教育実践研究事業 

宮島小・中学校 研究開発学校 

廿日市中学校 教育課程研究指定校 

七尾中学校 人権教育総合推進地域事業 

 

* 

* 
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(ｲ) 広島県教育委員会の委嘱事業 

阿品台東小学校 不登校対策実践指定校 

「ことばの教育」ステップアップ事業 

阿品台西小学校 不登校対策実践指定校 

「ことばの教育」ステップアップ事業（拠点校） 

四季が丘小学校 不登校対策実践指定校 

津田小学校 生徒指導研究推進校 

阿品台中学校 不登校対策実践指定校 

「ことばの教育」ステップアップ事業 

野坂中学校 生徒指導研究推進校 

四季が丘中学校 不登校対策実践指定校 

佐伯中学校 全国学力・学習状況調査等を活用した学校改善の推進に係る

実践研究委託事業（調査活用協力校） 

生徒指導研究推進校 

大野東中学校 英語教育の指導体制の充実に係る実践研究 

(ｳ) 市教育研究委嘱事業 

特定の教育課題について、教育内容や指導方法の工夫改善など実践的な研究を行

うための研究校を指定し、公開研究会等を通じて、その成果を普及・啓発すること

をねらいとして取り組んだ。 

【研究指定校・教育課題】 

佐伯中学校区 小中連携について 

大野中学校 地域による学校支援について 

エ 廿日市市教育研究会への支援 

市内教職員の研究団体である廿日市市教育研究会に、外部講師の派遣や指導主事に

よる指導・助言などの支援を行った。 

オ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

教育研究委嘱事業 491,938 円 

 

(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

指定校（地域）数 2 校（地域） 2 校（地域） 2 校（地域） 達成 

※ 地域：中学校区の小・中学校（市内には１０中学校区がある。） 

 

(4) 点検・評価 

・ 指導主事が、学校の研究主題に基づいた授業研究や校内研修等の改善と充実のため

の指導・助言を行うことにより、授業改善や教職員の授業力向上に資することができ

た。 
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・ プログレス研修を通して、自らの職責・義務の自覚や使命感等を意識させるととも

に、様々な教育課題に適切に対応できる資質を高めることができた。また、その成果

が日々の教育実践において生かされるような研修の充実に努めることができた。 

・ 研修受講者が、研修内容等を各学校の教育活動に還元することにより、各学校の取

り組みの活性化とともに、組織的な人材育成を図ることができた。今後もより効果的

な研修の内容や実施方法について検討する必要がある。 

・ 研究指定校において、特定の教育課題に関する実践的な研究を行ったことにより、

教職員の専門的知識や指導力の向上を図ることができた。また、研究の成果を公開研

究会において発表したことにより、他校へ普及・啓発することができた。 

・ 廿日市市教育研究会の活動に対し、外部講師や指導主事を派遣し、助言等の支援を

行ったことで、廿日市市教育研究会の活動の活性化に寄与することができた。廿日市

市教育研究会においては、各部会単位で研究授業を核とした研修が定着しており、授

業改善への意識が高まる等、教職員の指導力の向上が図れた。 

 

(5) 今後の取り組みの方向 

・ 今後とも、学校を計画的に訪問し、研究の進捗状況や学校の抱える教育課題等を的

確に把握し、特色ある教育活動の推進や教職員が育つ学校づくりに資する指導・助言

を行っていく。 

・ プログレス研修の実施にあたっては、社会や学校のニーズを踏まえ、内容の重点化

を図るとともに、実践的な研修を増やす等、より効果的な研修の実施に努めていく。 

・ 研究委嘱については、社会や学校のニーズを踏まえた教育課題を設定している学校

又は地域を研究校に指定し、教育課題に関する実践的な研究を通した教職員の専門的

知識や指導力の向上に努めていく。 

・ 今後も引き続き、廿日市市教育研究会に外部講師や指導主事を派遣していくととも

に、教育課題に関する情報を提供する等、廿日市市教育研究会の活動の活性化に寄与

していく。 

 

 

【用語説明】 

○ プログレス研修 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律等の規定に基づき、教職員の職能向上を図

るため、平成 17 年度より、市主催で実施している研修。 

 

* 

* 
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６ 小中一貫教育の充実 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

社会環境の急激な変化等により、子どもの学習意欲の低下や学校生活への不適応など、

さまざまな課題が生じている現在、小・中学校の教職員が連携し、9 年間を見通して児

童生徒を育てるという視点をもち、指導内容や指導方法の改善を図っていくことが一層

求められている。 

こうした中、小・中学校間の円滑な接続を図り、9 年間の効果的な指導体制を確立す

るため、小中合同公開研究会や小中一貫教育連絡協議会を実施した。 

また、平成 19 年度には、宮島地域に小中一貫教育を推進する学校を設立するため、

既存校舎の改修を行った。 

  

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 小中一貫教育の推進 

(ｱ) 廿日市市における小中一貫教育方針の決定【新規事業】 

廿日市市における小中一貫教育について、推進の意義などの整理を行い、地域の

特性、児童生徒の実態や地域とのつながりを踏まえ、全中学校区でその特性を生か

した小中一貫教育を推進する方針を決定するとともに、全教職員に研修を実施した。 

(ｲ) 小中合同公開研究会の実施 

中学校区で共通の研究主題を設定し、研修会や授業研究会などを小中合同で実施

し、その取り組みや成果を広く発信する小中合同公開研究会を開催した。 

(ｳ) 一体型の小中一貫教育を推進する学校の設立【新規事業】 

小中一貫教育を効果的に推進する学校として、宮島小・中学校が開校した。 

(ｴ) 小中一貫教育連絡協議会の実施 

一体型小中一貫教育に向けての体制を構築するため、小中一貫教育連絡協議会を

実施し、教育委員会と一体型小中一貫教育を推進する地域（吉和・宮島）の担当者

が、両地域における小中一貫教育についての取り組みを協議した。 

(ｵ) 市研究委嘱校（小中連携）の指定【新規事業】 

連携型小中一貫教育の推進のため、佐伯中学校区を市研究委嘱校に指定し、小中

合同で教育活動や指導方法の工夫を行った。 

イ 一体型の小中一貫教育を推進する学校の施設整備 

宮島地域に続いて、吉和地域に設立するため、吉和小学校を改修するとともに、技

術室棟を新築した。 

ウ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

小中一貫校施設整備事業 75,697,545 円 
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(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

小中合同研究会開催中学校区 4 中学校区 4 中学校区 3 中学校区 達成 

※ 中学校区：全 10 中学校区 

 

(4) 点検・評価 

・ 廿日市市における小中一貫教育に関する方針を決定し、全教職員に研修を実施する

ことで、方針についての意識統一を図ることができた。今後、この方針を踏まえ、確

実な取り組みを進めていく必要がある。 

・ 小・中学校が共通の研究主題を設定した中学校区については、同じ視点で児童生徒

のきめ細やかで系統的な指導を行うことにより、児童生徒の学力の向上や人間関係形

成能力の育成が図れた。 

・ 宮島小・中学校を一体化したことで、小・中学校の児童生徒の異年齢交流や教職員

の連携が容易になり、より効果的に小中一貫教育を推進することができた。 

・ 一体型の小中一貫教育を推進する学校の設立にかかる、吉和小学校の改修及び技術

室棟の新築については、計画どおり完了した。 

  

(5) 今後の取り組みの方向 

・ 今後は、廿日市市における小中一貫教育に関する方針を踏まえ、各中学校区におけ

る小中一貫教育のあり方を検討し、9 年間を見通した教育課程の編成や児童の中学校

への体験入学など具体的な取り組みを実施する。 

・ 連携型小中一貫教育の推進のあり方については、各中学校区の小中連携の推進状況

によって段階的に取り組むこととしている。平成 23 年度までには、全中学校区にお

いて、合同公開研究会の実施や中学校区共通の教育目標等の設定にまで到達させてい

きたい。 

・ 連携型小中一貫教育の推進にあたっては、小・中学校の教職員が異校種の学校生活

を体験することなどにより、互いの学校文化を肌で感じ、自校の取り組みに反映させ

ることが重要であるため、平成 21 年度からは、小・中学校の教職員が相互に乗り入

れることができるよう非常勤講師の措置を行う。 

・ 全中学校区参加の小中一貫教育連絡協議会を開催し、各中学校区の小中一貫教育に

係る取り組みについて意見交換などを行い、取り組みの充実に努める。 

・ 平成 21 年 4 月から、吉和小・中学校を一体化し、本市 2 校目の一体型の小中一貫

教育を推進する学校として、9 年間の効果的な指導体制を確立する取り組みを進めて

いる。今後は、宮島小・中学校とともに、一体型小中一貫教育の効果的な推進に努め

る。 
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７ 地域協働の推進 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

子どもを取り巻く環境が複雑、多様化している現在においては、学校・家庭・地域が

連携・協力して、子どもが健やかに育つための取り組みを進めることが重要である。 

こうした中、地域の教育力を活用した体験学習の実施、地域行事への参加、ホームペ

ージ等による学校情報の発信、公開研究会の地域公開、学校評価の実施等の取り組みを

行うことで、保護者や地域の人々の学校教育への参画を促進し、地域から信頼され、支

持される学校づくりを進めてきた。  

 

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 学校評価システムの確立・深化 

地域から信頼され、支持される学校づくりをめざし、全市立小・中学校において、

学校の教育活動や学校運営の状況等について自己評価を行った。また、保護者、学校

評議員、地域住民、その他学校関係者などにより構成された学校関係者評価委員会等

が、学校の教育活動の観察や意見交換を通じて、自己評価結果について評価を行い、

その結果を公表した。 

イ チャレンジ学校づくり支援事業の実施【新規事業】（再掲） 

地域、保護者の支援のもと、自然体験活動や宿泊体験活動を通して、児童の豊かな

人間性、社会性や自ら考えて行動できる力、規範意識などを育み、力強い子どもの育

成を図るために、干潟観察、雪遊び等、小規模な小学校同士の交流活動を行った。（金

剛寺小⇔浅原小、吉和小⇔宮島小） 

ウ キャリア・スタート・ウィークの実施 

中学生の望ましい職業観を育むため、地域にある事業所（平成 20 年度は 370 の事

業所）の協力を得て、中学校 2 年生を対象に職場体験学習を行った。 

エ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

チャレンジ学校づくり支援事業 651,302 円 

 

(3)  数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

学校関係者評価実施校数 29 校（全学校） 29 校 － 達成 

チャレンジ学校づくり支援事業実施校数 4 校（小学校） 4 校 － 達成 

※ 小学校：全 19 校・中学校：全 10 校 

 

(4) 点検・評価 

・ 従来の学校評価（自己評価）に加え、全市立小・中学校において、学校関係者評価

を実施し、各学校の教育活動等に保護者や地域住民の期待や要望を反映させ、その結

果を公表したことで、教育活動等の改善や地域に信頼され、支持される学校づくりの

推進が図れた。 

* 

* 

* 
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・ チャレンジ学校づくり支援事業では、２つの小規模校の児童が一緒になり、普段は

体験することができない同世代集団の中で、様々な体験活動を行うことにより、児童

に豊かな人間性や社会性、自ら考えて行動する力などを育むことができた。これらは

地域の教育力によるところが大きく、地域や保護者と育てたい子ども像を共有するこ

とにより、学校・家庭・地域とが連携・協力して取り組む契機となった。 

・ 職場体験学習では、地域の多くの事業所に快く受け入れていただき、充実した体験

活動になるよう様々な配慮をいただいた。生徒は、この体験を通して、働くことの厳

しさや最後までやり遂げることの大切さを学び、仕事に対する理解を深めるとともに、

自分の将来の職業を思い描くことができた。また、キャリア・スタート・ウィークの

様子を、生涯学習フェスティバルでパネル展示し、キャリア・スタート・ウィークの

意義や成果を、市民の方々に広く伝えることができた。 

  

(5) 今後の取り組みの方向 

・ 教職員や学校関係者へ学校評価に関する研修を実施するなど、その意義を十分理解

させるとともに、学校の教育活動その他の学校運営全般について、専門的・客観的（第

三者的）な立場から行う評価（第三者評価）の実施など、より効果的な学校評価シス

テムの構築に向け、検討を進めていく。 

・ チャレンジ学校づくり支援事業については、現在、モデル的に小規模校での実施と

なっているが、今後は、現在の取り組みを継続、充実していくとともに、中規模校以

上の小学校での取り組みのあり方を模索していく。 

・ 職場体験学習が、生徒にとって充実した体験となるように、事前・事後指導を充実

する等、実施方法について一層工夫するとともに、実施時期や期間など、事業所のニ

ーズも考慮し、より効果的な取り組みを推進していく。 

 

 

【用語説明】 

○ 学校評議員 

校長の求めに応じて、学校運営についての意見を述べる者のことである。教育に関し

て理解や識見を持つ者のうち、校長の推薦により、教育委員会が委嘱している。 

 

○ 学校関係者評価 

学校が教育活動について自己評価した結果について、保護者、学校評議員、地域住民

その他の学校関係者などにより構成された委員会等が、学校の教育活動の観察や意見交

換を通じて、評価すること。 
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８ 子どもの安全対策の推進 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

近年、全国的に多発する子どもを対象とした犯罪・事故等から、子どもたちを守るた

め、平成 18 年 1 月に「子どもの安全対策推進本部」を庁内に設置し、全市的に取り組

みを進めている。 

 

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 子どもの安全対策推進本部の取り組み 

(ｱ) 通学路点検の実施及び危険箇所の改善 

各学校において、ＰＴＡを中心に通学路点検を行い、危険箇所の調査を行った。 

通学路の危険箇所については、子どもの安全対策推進本部の通学路整備部会にお

いて対応の検討及び改善を行った。   

また、今年度の新たな取り組みとして、歩道の設置や道路の拡幅等による早急な

対応が困難な箇所のうち、ドライバーに注意を促す啓発看板の設置効果が高いと考

えられる箇所について、ＰＴＡと学校が連携し、啓発看板の設置を行った。 

(ｲ) 地域協働による通学路整備【新規事業】 

阿品台西小学校の通学路整備について、ワークショップを 4 回開催し、地域住民

の意見を聴きながら、ルートの選定等を行った。 

イ 廿日市市子どもの安全対策連絡協議会の開催 

子どもの安全を見守るボランティア組織等と連携を図る「廿日市市子どもの安全対

策連絡協議会」を開催した。 

項目 20 年度実績 19 年度実績 18 年度実績 

廿日市市子どもの安全対策連絡協議会への参加者数  180 人 200 人 210 人 

ウ 子どもの見守り活動 

児童生徒の登下校の時間帯に、校区での組織的な見守り活動について学校連携を密

にし、子どもの登下校の安全を図った。 

現在、小学校では、保護者の送り迎えのある学校を除きすべて見守り活動が行われ

ている。 

エ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

子ども通学路安全対策事業 16,936,150 円 

 

(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

通学路点検実施校数 29 校（全学校） 29 校 29 校 達成 

※ 小学校：全 19 校・中学校：全 10 校 

 

 

* 
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(4) 点検・評価 

・ 通学路点検の実施により、保護者や学校が通学路の危険箇所について認識すること

ができた。また、通学路整備部会において通学路の危険箇所の改善に向け、全市的な

取り組みを進めたことや、交通安全啓発看板の設置など、通学路の安全確保に向け、

効果的な活動を行うことができた。 

・ 通学路の現状把握及び安全対策として「地域安全マップ」が地域又は学校区で作成

されている。災害対応の視点も考慮し、今後も学校・地域が連携して作成普及してい

く必要がある。 

・ 廿日市市子どもの安全対策連絡協議会には、学校、保護者、地域団体の方等、多数

の参加があり、子どもの安全に関する意識啓発を図ることができた。 

・ 組織的な子どもの見守り活動により、主として、小学生の登下校の安全確保が図ら

れているが、メンバーの高齢化などがあり、今後、取り組みを活性化する必要がある。 

 

(5) 今後の取り組みの方向 

・ 子どもの安全に係る取り組みについては、終わりがなく、継続していくことが大切

であり、今後も引き続き、各取り組みを進めていくとともに、より効果的な取り組み

について検討していくこととする。 

 

【用語説明】 

○ ワークショップ 

目的とするテーマについて、参加者が共通の体験をしながら、対等の立場で話し合っ

たり、何かを学びあったりしながら、全体としての考えをまとめる手法のこと。 
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９ 学校施設の耐震化の推進 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

学校施設は、多くの児童生徒等が一日の大半を過ごす学習、生活等の場であるととも

に、災害発生時には地域住民の応急的な避難場所としての役割も果たすため、耐震性能

を持った学校施設の整備が重要である。 

本市では、平成 19 年度末までに校舎及び屋内運動場の対象棟数 68 棟のうち、10 棟

の耐震化が完了しており、その他の棟についても耐震化優先度調査を実施し、耐震化を

計画的に進めている。 

 

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 学校施設耐震診断調査結果の公表【新規事業】 

学校施設の耐震化の促進を図るため、各小・中学校の耐震診断結果の現状を、市の

ホームページ等を通じて公表した。 

イ 校舎、屋内運動場の耐震化 

(ｱ) 屋内運動場の耐震補強工事 

地御前小学校屋内運動場の耐震補強・大規模改修工事を実施した。 

【耐震化率の比較】 

H21.4.1 現在 全国平均 広島県平均 廿日市市 

小・中学校耐震化率 67.0％ 50.6％ 57.8％ 

(ｲ) 耐震診断業務の実施 

耐震化優先度ランク①・②と判定された小学校 8 校 15 棟及び中学校 5 校 10 棟

の第 2 次耐震診断業務に着手した。（平成 21 年 8 月末業務完了予定） 

(ｳ)  耐震補強実施設計業務の実施 

耐震診断業務を実施している棟のうち、耐震診断業務の結果、Ⅰｓ値が 0.3 未満

になることが予想される小学校 5 校 6 棟及び中学校 1 校 2 棟について、耐震補強実

施設計業務を併せて発注した。（平成 22 年 5 月末業務完了予定） 

ウ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

小学校リニューアル事業 123,834,461 円 

 

(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

耐震化する棟数 1 棟 1 棟 2 棟 達成 

第２次耐震診断に着

手する棟数 
25 棟 25 棟 － 達成 

※ 全体棟数：135 棟（内、耐震基準を満たしていない棟数：57棟） 

 

* 

* 
* 

* 
* 

* 

* * * 

* 

* * 

* 
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(4) 点検・評価 

・ 各小中学校の耐震診断結果の現状を、市のホームページ等を通じて公表し、保護者、

地域住民へ学校施設の耐震化の重要性及び緊急性について周知できた。 

・ 地御前小学校屋内運動場の耐震補強工事・大規模改修工事は、計画どおりに完了し

た。 

・ 耐震化率については、全国平均の 67％に比べ、57.8％と低い状況にある。耐震診

断の結果、Ⅰｓ値が 0.3 未満となった施設については、耐震化に向け、早急に取り組

む必要がある。 

 

(5) 今後の取り組みの方向 

・ 耐震診断業務の結果、Ⅰｓ値が 0.3 未満となる学校施設については、基本的に平成

24 年度末までの耐震化に向け、計画的に取り組みを進める。 

 

 

【用語説明】 

○ 優先度調査 

耐震診断を実施する優先度を検討するため、文部科学省が定めた簡易な調査。 

○ 優先度ランク 

優先度の高いものから低いほうへ、優先度ランク①から優先度ランク⑤までに区分さ

れる。 

○ 耐震診断 

地震に対する安全性を評価すること。 

○ 耐震化率 

全体棟数のうち、耐震性がある建物の割合。 

（耐震基準を満たした棟数÷全体棟数）×100＝耐震化率（％） 

廿日市市：（7８棟÷13５棟）×100＝57.8％ 

○ 第 2次耐震診断 

柱・壁・コンクリート強度・鉄筋量等から地震に対する建物の強さと粘り強さを推定

する診断方法。 

○ Ｉｓ値（あいえすち） 

地震の力に対する、建物の強さと粘り強さなどから、建物の耐震性能を表す指標。 

数値が大きいほど耐震性能が高い。 

Ⅰｓ値 0.3 未満の建物については、震度 6 強の大地震により倒壊または崩壊する危険

性が高いとされている。（国土交通省告示） 

 

* 

* * 

* 

* 

* 
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第２ 社会教育 

１ 生涯学習の振興 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

現代社会の変化に対応していくためには、生涯学習社会の実現の必要性と重要性がま

すます高まっている。このような中、生涯学習推進本部を設置し、各分野における生涯

学習の振興に努めるとともに、生涯学習フェスティバル、大学公開講座等を開催し、市

民の学習活動の支援及び促進をしてきた。 

 

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 生涯学習フェスティバルの開催 

市民の生涯学習への関心と理解を深め、生涯学習社会の実現をめざして、第 18 回

廿日市市生涯学習フェスティバルを開催し、市民の生涯学習の奨励を図った。 

イ 大学公開講座の開催 

市民の生涯学習を支援するため、市内に所在し、又は市と包括協定を締結する大学

と共催で公開講座を実施した。 

【実施した公開講座】 

大学名 テーマ 開催回数 

山陽女子短期大学 
糖尿病の予防とつき合い方 5 回 

快適な暮らしを求めて 5 回 

日本赤十字広島看護大学 認知症高齢者の介護を考える 1 回 

県立広島大学 月の文化誌 4 回 

 

ウ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

生涯学習推進事業 5,988,779 円 

 

(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

公開講座を開催した大学数  3 大学 3 大学 2 大学 達成 

 

(4) 点検・評価 

・ 生涯学習フェスティバルは、平成 20 年度で 18 回目を数え、市民の間にあって十

分定着していると言える。 

・ 大学公開講座は、市内の大学のみならず、市外の大学による公開講座を開催したこ

とから、市民に多様な学習機会を提供することができた。 
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(5) 今後の取り組みの方向 

・ 生涯学習フェスティバルにおいては、市民による学習活動の発表の場にとどめるこ

となく、市民が体験学習をすることができる場にもしていくとともに、佐伯、吉和、

大野及び宮島地域におけるイベント又は開催日前後のイベントとの連携を図っていく。 

・ 大学公開講座においては、市内の大学数は限りがあることから、市外の大学による

公開講座の増設をめざす。 
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２ 市民センター（公民館）事業の展開 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

現代社会の変化に対応していくためには、生涯学習社会の実現の必要性と重要性がま

すます高まっており、公民館は、生涯学習の実践の場としてはもとより、地域活動の拠

点及び身近な公共施設としての役割を求められている。 

このような中、施設の適切な維持管理を行うとともに、様々な主催事業の開催、学習

グループや地域コミュニティへ活動場所の提供などを行ってきた。 

また、公民館におけるこれまでの生涯学習活動の成果を、地域課題解決に向けた地域

づくり活動に発展させて取り組むため、公民館を平成 20 年度から新設された市長部局

の自治振興部において補助執行させたうえで「市民センター」として、地域づくりの拠

点の性格を改めて位置付けた。 

 

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 主催事業の開催 

実際生活に即した現代的課題（家庭教育・健康・職業・青少年育成など）・地域課題

（地域の防犯・防災・子育て支援など）を踏まえ、子どもの体験教室、各種公開講座、

講演会などの事業を開催し、市民に学習の機会と場の提供を行った。 

イ 平和の祭典の開催 

市民の企画及び運営により「平和の祭典」を開催し、平和の大切さ、命の尊さを広

く市民に訴えた。 

主な内容は、折り鶴運動、子どもの鼓隊演奏、オーケストラの演奏、合唱、絵画等

の展示、講演会など。 

項目 20 年度実績 19 年度実績 18 年度実績 

平 和 の 祭 典 （ ス テ ー ジ ） 出 演 者 数 615 人 800 人 682 人 

ウ 円卓会議への参加【新規事業】 

市民センターの職員が、地域づくりの拠点として、地域住民がまちづくりを考える

機会である「円卓会議」に出席し、地域課題の把握や地域コミュニティの向上に共に

取り組んだ。 

エ 施設の整備 

施設の老朽化に伴い、地域づくりの拠点施設として、バリアフリーに対応した佐方

市民センターを新築移転した。 

オ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

公民館管理運営事業 145,742,891 円 

公民館維持管理事業 4,443,925 円 

公民館活動一般事業 8,338,880 円 

公民館平和教育推進事業 900,000 円 

生涯学習施設整備事業 352,749,068 円 

合 計 512,174,764 円 
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(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

主催事業の参加者数 
80,730 人 

（前年度比 5％増） 
83,172 人 76,887 人 達成 

円卓会議への参加回数 40 回 116 回 － 達成 

バリアフリー化対応館数 6 館 6 館 5 館 達成 

※ 市民センター：全 20 館 

 

(4) 点検・評価 

・ 現代的課題や地域課題に即した主催事業を様々な地域団体などと連携して実施する

とともに、各センターで市民が中心となって組織している「公民館企画運営委員」に

よる事業の実施など、市民のニーズに対応した学習活動を行ったことから、主催事業

の参加者数が増加し、より多くの市民の教養や生活文化の向上が図れた。 

・ 平和の祭典を市民の企画、運営で行ったことで、市民の社会教育活動への参画の推

進が図れた。また、「つなぐ 命・平和」をテーマに日頃の学習の成果を発表できる機

会を設けるとともに、市民に平和の大切さ、命の尊さを訴えることができた。 

・ 地域づくりの拠点として、地域づくりを考える機会である「円卓会議」に積極的に

出席した。特に今年度は大野地域の各区で行われた「地区別実施計画」の策定に係る

ワークショップ会議に参加することで、地域課題の把握や地域団体で行う事業の検討

などを市民と職員がともに考える機会となり、地域協働をすすめる大きなきっかけと

なった。 

・ 佐方市民センターの新築移転工事については、計画どおり完了できた。老朽化やバ

リアフリー化されていない施設が多数あり、改修が必要である。 

    

(5) 今後の取り組みの方向 

・ 現代的課題や地域課題を踏まえた主催事業の充実を図り、従来市民センターを利用

しなかった者を取り込めるような企画・運営に努めるとともに、それら事業の成果が、

地域に還元される機会を積極的に提供し、地域活性・世代間交流の促進や地域課題の

解決に努めていく。 

・ 市民センターが「地域づくりの拠点」機能を発揮できるように、自治振興部内で「市

民センターを核」とした各課の取り組みや仕組みづくりを検討していく。 

・ 佐方市民センターについては、地域の生涯学習活動や地域づくりの拠点として、地

域団体の活動支援などに努めていく。 

・ 施設の改修については、施設の耐震化と併せて検討を進めていく。 

 

【用語説明】 

○ ワークショップ（再掲） 

目的とするテーマについて、参加者が共通の体験をしながら、対等の立場で話し合っ

たり、何かを学びあったりしながら、全体としての考えをまとめる手法のこと。 

* 
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３ 青少年の育成 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

青少年を取り巻く現代社会の変化に対応していくためには、次代を担う青少年が、将

来に向かって夢や志を持って生きることのできる社会を築くことが求められている。 

このような中、廿日市市青少年育成プラン及び廿日市市次世代育成支援行動計画に基

づき、青少年の健全育成を目的とした事業の実施、成人式の開催、有害環境の調査、青

少年育成団体に対する補助金の交付、放課後の居場所づくり等を行ってきた。 

 

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 成人式の開催 

平成 21 年 1 月 12 日の「成人の日」に成人式を行い、成人になった喜びを祝福し

た。 

項目 20 年度実績 19 年度実績 18 年度実績 

新成人の出席率 70.7％ 74.3％ 74.0％ 

イ 放課後はつかいち寺子屋塾事業の実施 

地域の教育力を背景に、安心・安全な子どもの居場所づくりとして「放課後はつか

いち寺子屋塾」の定着を図るとともに、他校区における新設を支援した。 

ウ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

成人式開催事業 3,901,915 円 

放課後はつかいち寺子屋塾事業 2,816,777 円 

合 計 6,718,692 円 

 

(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

放課後はつかいち寺子屋塾の実施校数  2 校 2 校 1 校 達成 

 

(4) 点検・評価 

・ 成人式については、新成人等で組織する実行委員会による企画・運営など、市民参

画が図られている。 

・ 放課後はつかいち寺子屋塾事業については、地域ボランティアとともに、子どもた

ちの学習、文化活動、スポーツの指導等を大野地域の小学校 2 校に拡充し、異年齢交

流、体験活動を通し、参加児童の成長や生活習慣など習得の一助となった。 

・ その他、青少年の育成に関しては、基本的には廿日市市青少年育成プラン及び廿日

市市次世代育成支援行動計画に基づき、各種事業の着実な実施が図られている。 

 

(5) 今後の取り組みの方向 

・ 成人式については、概ね現行の実施方法を踏襲する。 

 

* 

* 

* 
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・ 放課後はつかいち寺子屋塾事業については、児童が安心して地域の教育力に触れ、

学習できる貴重な場として、他の学校区においても地域の実態に見合った継続可能な

寺子屋塾の開設と運営を支援していく。 

・ その他、青少年の育成に関しては、今後とも青少年育成プラン及び次世代育成支援

行動計画の進行に努めるが、両計画とも計画期間の末期を迎えていることから、計画

策定当時と現在との状況の違いを踏まえながら、青少年の育成に対し柔軟に取り組む

とともに、次期計画の策定に向け、現計画の検証、評価等を行う。 

 

 

【用語説明】 

○ 放課後はつかいち寺子屋塾事業 

小学校の余裕教室などを活用し、放課後児童が安心して学習・体験などの活動ができ

る場を地域が確保し、運営していく事業で学校支援事業のひとつ。 

* 
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４ 芸術文化の振興と普及 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

   市民が心豊かで生きがいに満ちた文化的生活を送ることができるよう、はつかいち文

化ホールやさいき文化ホール等の文化施設を整備するとともに、廿日市市文化協会への

事業費補助、廿日市市美術展（市美展）や移動文化教室の開催など、文化の振興を進め

てきた。 

 

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 市内芸術文化団体の発表、活動の推進 

(ｱ) 廿日市市文化協会への支援 

廿日市市文化協会へ補助金を交付し、市内の文化活動団体への支援を行った。 

(ｲ) 市美展の開催 

市民に芸術発表の機会を提供するため、市美展を廿日市市文化協会へ委託し実施

した。 

(ｳ) 移動文化教室の開催 

子どもたちへ芸術・伝統文化への興味と理解を深めてもらうため、移動文化教室

を 2 校で開催し、玖島小学校では説教源氏節人形芝居眺楽座を鑑賞し、金剛寺小学

校では和太鼓を体験した。 

(ｴ) けんみん文化祭ひろしまの廿日市市開催 

「けんみん文化祭ひろしま」の西部地区フェスティバルの開催地となり、「和太鼓

の祭典」をはつかいち文化ホールさくらぴあで実施した。 

イ 芸術文化に触れる機会の提供 

文化ホール、美術ギャラリーなど市内の文化施設を生かした事業を行い、市民が芸

術・文化に触れる機会を提供した。 

※ はつかいち文化ホールさくらぴあ及び美術ギャラリーについては、指定管理者制

度導入により、財団法人廿日市市文化スポーツ振興事業団において管理運営を実施

している。 

ウ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

文化振興一般事業 6,106,626 円 

（財）廿日市市文化スポーツ振興事業団補助事業  44,936,976 円 

はつかいち文化ホール管理運営事業 159,017,200 円 

美術ギャラリー管理運営事業 31,613,000 円 

さいき文化センター管理運営事業 20,701,953 円 

さいき文化ホール管理運営事業 1,799,930 円 

合 計 264,175,685 円 

 

 

 

* 
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(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

市美展出品数 前年度比増 202 点 220 点 未達成 

市美展入場者数 前年度比増 2,135 人 1,863 人 達成 

移動文化教室開催校数 2 校 2 校 2 校 達成 

 

【利用者数】 

施設名 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

はつかいち文化ホールさくらぴあ 前年度比増 165,925 人 146,091 人 達成 

はつかいち美術ギャラリー  前年度比増 51,886 人 43,827 人 達成 

廿日市市さいき文化ホール  前年度比増 14,044 人 14,711 人 未達成 

合計 前年度比増 231,855 人 204,629 人 達成 

 

(4) 点検・評価 

・ 文化活動団体への支援を行ったことで、市民の多様な文化活動に寄与することがで

きた。 

・ 市美展では、平成 20 年度についても多くの作品が応募され、多くの人が来場して

おり、市美展が市民にとって芸術発表の場として定着が図れた。 

・ 移動文化教室を市内小学校（2 校）において開催し、子どもの芸術・伝統文化への

興味と理解を深めることができた。 

・ 「けんみん文化祭ひろしま」のうち、はつかいち文化ホールさくらぴあで開催した

「和太鼓の祭典」には、1,200 名以上の入場者があり、市民の芸術・文化活動の発表・

鑑賞・交流の場としての活用が図れた。 

・ はつかいち文化ホールさくらぴあ及び美術ギャラリーについては、市民のニーズに

あった文化鑑賞事業の開催や、文化活動団体の発表の場として積極的に活用したこと

で、利用者数が前年度より増加しており、市民の芸術・文化活動の着実な普及振興が

図れた。 

・ はつかいち文化ホールさくらぴあ及び美術ギャラリーについては、平成 18 年度か

ら指定管理者制度を導入し、管理運営を実施しているが、文化ホールの予約受付時間

の延長、テレビやラジオによるイベント情報の発信など、利用者へのサービスの向上

が図られている。施設の年間利用者数については、平成 17 年度と平成 20 年度を比

較すると、はつかいち文化ホールさくらぴあでは 2 万 6,818 人の増、美術ギャラリ

ーについては 2,115 人の増となっている。 

・ 指定管理者制度の実施においては、業務に対する点検・評価の仕組みを整えるとと

もに、市と指定管理者との協議の場を持つ必要がある。 

* 

* 
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(5) 今後の取り組みの方向 

・ 今後も引き続き、廿日市市文化協会や財団法人廿日市市文化スポーツ振興事業団と

連携を図りながら、文化ホールや美術ギャラリーなどの文化施設を活用し、市民の多

様な文化活動の普及振興に努めていく。 

・ 移動文化教室においては、子どもが芸術や伝統文化への興味と理解を深めることが

できるよう、内容の充実を図る。 

・ 指定管理者制度においては、平成 21 年度からは、指定管理者により提供されるサ

ービスが、「協定書」・「事業計画書」などに基づき、適正かつ確実に履行されているか

について、維持管理や施設運営の具体的な点検項目を設定し、実施状況を確認するモ

ニタリングを定期的に行うこととしている。 

 

 

【用語説明】 

○ 指定管理者制度 

市民サービスの向上と経費の節減を図ることを目的として、「公の施設」の管理運営を

自治体が指定する民間事業者やＮＰＯ法人、市民グループ等の団体が代行する制度。 

* 
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５ 文化遺産の継承と活用 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

世界文化遺産「厳島神社」をはじめとする文化財を人類共通の財産として保護・継承

し、市内各地域の歴史と伝統に市民自らが愛着と誇りを持てる魅力あふれる文化の創造

を図るため、埋蔵文化財の発掘調査、指定文化財の保存事業への補助金交付、宮島など

歴史民俗資料館においての歴史・考古・民俗等の資料の展示・公開などを行ってきた。 

 

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 埋蔵文化財発掘調査 

  埋蔵文化財の保存・保護を図るため、埋蔵文化財包蔵地の開発に伴う、埋蔵文化財

の有無確認調査を行った。主な事業として、宮島の大西町ふれあい花広場の調査を行

った。 

イ 指定文化財の保存・保護 

文化財を保存・保護し、これを活用し後世に伝えるため、重要文化財「林家住宅」、

「厳島神社摂社大元神社」本殿など指定文化財の保存事業や、眺楽座、神楽団など民

俗芸能団体へ補助金を交付した。 

項目 20 年度実績 19 年度実績 18 年度実績 

指定文化財件数（国） 86 86 86 

指定文化財件数（県） 29 ※29 28 

指定文化財件数（市） 107 ※107 108 

合 計 222 222 222 

※ 平成 19 年度に、市無形民俗文化財であった「津田神楽」が、県無形民俗文化財

に指定された。 

ウ 民俗資料館、資料室への文化財の展示 

宮島・佐伯・吉和歴史民俗資料館や廿日市市郷土資料室において、書画・古絵図・

古文書などの歴史資料、土器類などの考古資料、農耕器具などの民俗資料の展示・公

開を行った。 

エ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

埋蔵文化財発掘調査事業 

（内 財産管理一般事業） 

45,983,898 円 

（45,671,000円） 

文化財保存・保護事業 9,006,044 円 

郷土資料室管理運営事業 12,441,997 円 

民俗芸能伝承館管理運営事業 768,326 円 

合 計 68,200,265 円 

 

(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

資料館等入館者数 前年度比増 20,526 人 24,116 人 未達成 
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(4) 点検・評価 

・ 開発行為に伴う埋蔵文化財の有無確認調査を行ったことで、埋蔵文化財の保護が図

れた。また、発掘調査現場を地域の小・中学生に見学させたことで、文化財への興味

と理解を深めることができた。 

・ 重要文化財「林家住宅」（平成 20 年度修理完了）、「厳島神社摂社大元神社」本殿（平

成 20 年度着工 平成 22 年度修理完了予定）等の保存事業に対し、補助金を交付し、

指定文化財の保護に寄与した。 

・ 眺楽座、神楽団などの民俗芸能団体に活動補助金を交付し、民俗芸能の保存と継承

に寄与した。 

・ 資料館等の入館者数が減少しており、今後、入館者数を増やす取り組みが必要であ

る。 

 

(5) 今後の取り組みの方向 

・ 埋蔵文化財包蔵地の周知を図り、適切に発掘調査を実施するとともに、小・中学生

への発掘調査見学の実施など、文化財の保護と活用に努めていく。 

・ 重要文化財の保存については、国・県・所有者と連携を図りながら実施していく。 

・ 民俗芸能団体へは、今後も継続して活動支援を行い、民俗芸能の保存と継承に寄与

していく。 

・ 歴史講座や文化財めぐり等、市の関係課と連携した取り組みを行う等、資料館にお

いて、文化財の展示・公開を積極的に行い、資料館等の入館者数を増やすとともに、

市民の文化財に関する知識及び教養の向上に努めていく。 
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６ スポーツの振興 

(1) 目的・これまでの取り組み等 

市民のだれもが、生涯を通じてスポーツ・レクリエーション活動に親しむことにより、

健康の増進や生きがいの創出につながるよう、活動の機会の拡充と施設の整備が求めら

れている。 

こうした中、平成 19 年度には、クラブハウス、夜間照明設備を備えた人工芝のサッ

カー場の供用を開始し、平成 20 年 3 月にはパークゴルフ場を竣工した。 

 

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア スポーツ振興計画の策定【新規事業】 

スポーツを通じて健康で明るく豊かな生活を送ることを目的としたスポーツ振興計

画（平成 21 年度から平成 30 年度までの 10 か年）を策定した。 

イ スポーツ施設の整備充実 

廿日市市スポーツセンター、佐伯総合スポーツ公園（以上、指定管理者による管理

運営。）、廿日市市サッカー場などの有料スポーツ施設や野球場、テニスコートなどの

社会体育施設の管理運営を行い、施設の利用促進を図った。また、本年度から指定管

理者制度を導入して、廿日市市パークゴルフ場の供用を開始した。 

※ 廿日市市スポーツセンター・廿日市市サッカー場の指定管理者はポラーノグルー

プ廿日市、佐伯総合スポーツ公園の有料スポーツ施設の指定管理者はポラーノグル

ープ佐伯、廿日市市パークゴルフ場はＮＰＯ法人廿日市市スポーツ協会を指定管理

者に指定し、施設の管理運営を行っている。 

ウ スポーツ行事、スポーツ教室の開催 

生涯スポーツの普及と市民の体力向上を図るため、スポーツ協会による「市民スポ

ーツ大会」の開催、廿日市市体育指導委員協議会による「ニュースポーツ教室」や「レ

クリエーション・スポーツ大会」を開催した。 

エ スポーツ指導者講習会の開催 

スポーツ団体の指導者に対して、「応急処置について」、「ＡＥＤ（自動体外式除細動

器）の使用について」等、スポーツに関する講習会を行い（6 回実施）、質の高い指導

者の養成に努めた。 

オ 競技スポーツの推進 

ＮＰＯ法人廿日市市スポーツ協会を通じて、スポーツ団体やスポーツ少年団などの

競技団体が行う大会や記録会の運営への財政的支援を行うとともに、「はつかいち文化

スポーツ市長賞」を創設し、子どもたちのスポーツ活動の奨励を図った。 

* 
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カ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

スポーツ振興一般事業 31,225,427 円 

体育施設管理運営事業 22,529,617 円 

スポーツセンター等管理事業 213,682,250 円 

サッカー場管理運営事業  6,470,067 円 

パークゴルフ場管理運営事業  6,122,134 円 

合 計 280,029,495 円 

 

(3) 数値目標の達成状況 

目標の指標 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

有料スポーツ施設の利用者数 

（サッカー場は件数のため除く） 
前年度比増 483,361 人 472,781 人 達成 

社会体育施設の利用件数 前年度比増 9,440 件 10,509 件 未達成 

スポーツ・レクリエーション大会等の開催数 前年度比増 4 回 5 回 未達成 

スポーツ協会加盟構成員数  前年度比増 4,618 人 4,522 人 達成 

スポーツ少年団加盟団員数  前年度比増 1,375 人 1,411 人 未達成 

 

(4) 点検・評価 

・ スポーツ振興計画については、年度内に策定できたが、市のホームページへ掲載す

る等、市民等に広く周知することはできなかった。 

・ 廿日市市スポーツセンター・野球場・テニスコート等のスポーツ施設の利用は増加

傾向にあり、また、平成 20 年 9 月 1 日から供用開始した廿日市市パークゴルフ場に

ついても順調に利用されており、各施設の活用促進が図れた。 

・ 老朽化している施設があり、必要に応じて修繕を行う等、施設の適正な管理が必要

である。 

・ 廿日市市スポーツセンター及び佐伯総合スポーツ公園については、平成 18 年度か

ら指定管理者制度を導入し、管理運営を実施しているが、廿日市市スポーツセンター

の開館時間の拡大など、利用者のサービスの向上が図られている。施設の年間利用者

数については、平成 17 年度と平成 20 年度を比較すると、廿日市市スポーツセンタ

ーでは 1 万 8,844 人の増、佐伯総合スポーツ公園については 1 万 8,525 人の増とな

っている。 

・ 指定管理者制度の実施においては、業務に対する点検・評価の仕組みを整えるとと

もに、市と指定管理者との協議の場を持つ必要がある。 

・ ニュースポーツ教室の開催や、日頃のスポーツ活動の成果を発揮できるスポーツ大

会を開催したことにより、市民の生涯スポーツの普及に寄与することができた。 

・ スポーツ団体の指導者に対する講習会では、多数の参加があり、スポーツを行う上

での知識やマナーの向上など、質の高い指導者の養成が図れた。 

* 

* 
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・ 各競技団体が行う大会や記録会の運営への財政的支援を行ったことで、競技スポー

ツ大会が充実したものとなり、市民の大会への参加機会の増大が図れた。また、「はつ

かいち文化スポーツ市長賞」を 67 団体及び 210 人に贈り、子どもたちのスポーツに

取り組む意欲や競技力の向上に寄与できた。 

・ スポーツ少年団については、少子化の影響もあり、団員数が減少し、既存団体の統

合などが始まっており、今後、スポーツ少年団の活性化を図る取り組みの検討が必要

である。 

 

(5) 今後の取り組みの方向 

・ スポーツ振興計画について、速やかに市のホームページ等に掲載し、市民に広く知

らせるとともに、計画の基本理念である生涯スポーツ社会の実現に向け、具体的な取

り組みを実施する。 

・ 平成 21 年度からは、廿日市市サッカー場についても指定管理者制度を導入し、民

間の能力を活用した体育施設の利用者サービスの向上と施設の活用促進を図っていく。 

・ 指定管理者制度においては、平成 21 年度からは、指定管理者により提供されるサ

ービスが、「協定書」・「事業計画書」などに基づき、適正かつ確実に履行されているか

について、維持管理や施設運営の具体的な点検項目を設定し、実施状況を確認するモ

ニタリングを定期的に行うこととしている。 

・ 今後も引き続き、スポーツ協会や体育指導委員協議会などと連携を図りながら、市

民のニーズに合ったスポーツ行事の開催や各スポーツ団体の育成などの取り組みを行

い、市民のスポーツ振興に努めていく。 

 

 

【用語説明】 

○ 指定管理者制度（再掲） 

市民サービスの向上と経費の節減を図ることを目的として、「公の施設」の管理運営を

自治体が指定する民間事業者やＮＰＯ法人、市民グループ等の団体が代行する制度。 

* 

* 
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７ 読書活動の推進 

(1) 目的・これまでの取り組み 

市民の生涯学習と地域課題の解決、廿日市市の文化発展に寄与するため、教養、調査

研究、課題解決のための資料、郷土資料の収集・提供を行ない、情報発信の場として、

読書環境を整備し、子どもの読書活動の推進、図書館利用促進のための各種事業を行っ

てきた。 

  

(2) 平成 20 年度の実施内容 

ア 図書館利用の促進【新規事業】 

はつかいち市民図書館において、平日の開館時間の 2 時間拡大、業務を効率化し、

蔵書点検期間短縮による休館日の削減を行い、利用者の利便性の向上を図った。 

イ 子どもの読書環境の充実 

子どもの読書活動を推進するため、絵本の計画的な増加による資料の充実を図り、

読書環境を整備した。 

おはなし会等の子ども対象事業を開催し、子育て支援、次世代育成に寄与するとと

もに、図書館の利用促進を図った。 

ウ 事業費（決算額） 

事業名等 決算額 

図書館活動事業 33,971,697 円 

 

(3) 数値目標の達成状況 

【来館者数】 

館名 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

はつかいち市民図書館 前年度比増 461,855 人 430,537 人 達成 

はつかいち市民大野図書館  前年度比増 136,246 人 137,138 人 未達成 

はつかいち市民さいき図書館 前年度比増 40,932 人 43,540 人 未達成 

合計 前年度比増 639,033 人 611,215 人 達成 

 

【おはなし会参加者数】 

館名 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

はつかいち市民図書館 前年度比増 1,300 人 1,295 人 達成 

はつかいち市民大野図書館  前年度比増 2,814 人 3,388 人 未達成 

はつかいち市民さいき図書館 前年度比増 477 人 216 人 達成 

合計 前年度比増 4,591 人 4,899 人 未達成 
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【個人貸出冊数】 

館名 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

はつかいち市民図書館 
637,975 冊 

（前年度比 5％増）
645,303 冊 607,596 冊 達成 

はつかいち市民大野図書館  
166,082 冊 

（前年度と同一）
158,915 冊 166,082 冊 未達成 

はつかいち市民さいき図書館 
44,073 冊 

（前年度比 5％増）
46,871 冊 41,975 冊 達成 

合計 848,130 冊 851,089 冊 815,653 冊 達成 

   

【絵本冊数】 

館名 目標数値等 20 年度実績 19 年度実績 達成状況 

はつかいち市民図書館 25,081 冊 24,987 冊 23,581 冊 未達成 

はつかいち市民大野図書館  20,070 冊 19,991 冊 19,470 冊 未達成 

はつかいち市民さいき図書館 3,513 冊 3,899 冊 3,113 冊 達成 

合計 48,664 冊 48,877 冊 46,164 冊 達成 

 

(4) 点検・評価 

・ はつかいち市民図書館は、開館時間拡大などにより大幅な来館者増、個人貸出冊数

増となり、市民の読書環境の充実が図れた。開館時間の周知もされてきており、さら

に利用者増が見込まれる。数の増加だけではなく、自己評価方法を確立し、サービス

の質向上を図っていく必要がある。 

・ はつかいち市民大野図書館は、来館者数、貸出冊数ともに減少傾向にあり、魅力あ

る図書館づくりをめざした取り組みを進めていく必要がある。 

・ はつかいち市民さいき図書館は、開館から 2 年経過し、貸出冊数は増加したものの、

来館者数は減少しており、人口の少ない地域ではあるが、利用促進の計画を計り、特

色ある図書館への体制づくりが必要である。 

・ 絵本の計画的な冊数増加に伴い、子どもの頃から絵本に親しめる読書環境の整備が

図れた。絵本の合計冊数では､目標である 2,500 冊増となったが、館別の目標数値実

績は下回ったので計画的な購入に注意していきたい。 

・ おはなし会、子どもと本の講座、図書館まつり等の事業を開催し、子どもの読書活

動の推進に寄与でき、図書館の利用促進が図れた。毎年、同じ事業を繰り返すのでは

なく、事業の適切な評価をし、長期的な目標設定を行い、改善、発想の転換など、事

業の見直しを行う必要がある。 

 

(5) 今後の取り組みの方向 

・ はつかいち市民図書館の本館と分館がそれぞれの地域の特性やニーズを踏まえ、経

費が減少する中、効果的でサービスの充実した図書館運営を行い、読書環境の充実を

図っていく。 
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・ 子どもの読書活動を推進するため、引き続き絵本の充実を図るとともに、子どもの

興味を引く事業の開催など、読書環境の整備を進めていく。 

・ 市関係課、学校等との連携を強化し、市民の課題解決、次世代育成等の施策を行う

ことに努めていく。 

 

 


